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第12回 中医協 費用対効果評価専門部会・薬価専門部会・保険医療材料専門部会合同部会（H30.11.21開催）
 

議題 費用対効果評価に関する検討について 

発言 
 分析実施中の協議については、中立性を確保する観点から、分析開始後に新たな臨床試験の結果が公表さ
れた場合など予見が困難なケースなど限定的な運用をする必要があり、公的分析班と企業は直接接触しない
など、透明性・中立性を担保する仕組みづくりが必要。 

第19回 中医協 診療報酬調査専門組織  医療機関等における消費税負担に関する分科会（H30.11.21開催） 
 

議題  「医療機関等における消費税負担に関する分科会」における議論の整理（案）について 

発言 
 補てんのバラつきがマクロベースではほぼカバーされるとしても、ミクロベースで解決できない状況がある
ということから、過去の経緯を勘案して今後消費税が更に引き上げとなる可能性があることを踏まえると、
診療報酬に上乗せする形で補てんする方式は限界は限界と言わざるを得ない。 

第13回 中医協 費用対効果評価専門部会・薬価専門部会・保険医療材料専門部会合同部会（H30.12.5開催）
 

議題 費用対効果評価に関する検討について 

発言 

 費用対効果評価に関わる公的実施体制の強化を図り、そのための継続的かつ安定的な人材供給体制を担
保するためには、現時点での実現可能性は別として、たとえば大学院の修士課程など一定の学位を取得でき、
学会や企業などからの評価も得られるような仕組みを厚生労働省も含め国全体で整備することも、ひとつの有
効な方法になると考える。 
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第402回 中医協 総会（H30.11.21  

議題 診療報酬調査専門組織「医療機関等における消費税負担に関する分科会」からの報告について 

発言 

 診療報酬改定による従来通りの考え方で個別医療機関ごとの補てんのばらつきを解消するという手法は、で
きる限りの精緻な対応をしても、個別の医療機関ごとの補てん状況や患者目線での負担への理解には、この
考え方の手法はもはや限界に来ていると認識されているのではないか。 
 今後、診療報酬改定による手法の見直しも含め、中医協のみならず幅広い視野を持って関係各所において、
医療に係る消費税のあり方についてぜひ議論を深め将来に向けご検討いただくようお願いしたい。 

第116回 医療保険部会（H30.12.6開催）（出席：安藤理事長） 

議題 オンライン資格確認等の検討状況 

発言 

 医療保険を含む医療分野においては、ICT等の最新の技術を活用した効率化、高度化を図っていくのであれ
ば、まずは、どのような理念あるいは理想像の実現に向けて推進していくのか、また、実現を目指す中で、医療
保険者や医療機関などの関係者に対してどのように協力を求めていくのかについて、法的に整備すべき。 
 また、審査支払機関での資格確認によるレセプトの振替請求について、国におけるオンライン資格確認導入
後は、審査支払機関での資格確認の結果、受診日時点で資格喪失していたことが判明した場合であっても、新
しい資格情報がない場合には、旧保険者に請求するという運用を検討していると聞いている。旧保険者の資格
を喪失していることが明らかである中で、旧保険者が支払う理由はなく、事業主や加入者だけでなく、社会一般
の理解も得られないと考える。そのため、こうした点についても何らかの法的な整備をお願いしたい。 
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第164回 介護給付費分科会（H30.11.22開催）（出席：安藤理事長） 

議題 介護人材の処遇改善について 

発言 
 事業所内での配分に当たっては、経験・技能のある介護職員、他の介護職員、その他の職種の順に配分す
るのが妥当。ただし、ガイドラインの策定は必要と考える。 

第165回 介護給付費分科会（H30.12.12開催）（出席：安藤理事長） 

議題 介護人材の処遇改善について 

発言 

 介護職員の処遇改善は、介護職員の賃金水準が他産業に比べて低く、人材確保の障壁となっていることか
ら、これを改善するために実施するという考え方が基本であり、その上で、介護職員の中でも特に経験・技能の
ある介護職員に重点化を図りつつ、事業所の判断で、介護職員以外の職員の処遇改善も可能とするものであ
ると理解している。その観点から、配分比率など一定のルールを設定することは必要であると考える。 
 ただし、経験・技能のある介護職員の中に、「月額８万円の処遇改善となる者」または「改善後の賃金が年収
440万円以上となる者」に該当する方を1名以上設定することとされているが、事業所内で不公平が生じないか
などという観点で懸念があるため、しっかりと議論すべき。 


